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１ はじめに

昨年、ＩＰＣＣ第５次評価報告書第１作業

部会報告書が公表され、「人間による影響が20

世紀半ば以降に観測された温暖化の支配的な

原因であった可能性が極めて高い」とされま

した。また、「1951年から2010年の世界平均

地上気温の観測された上昇の半分以上は、温

室効果ガス濃度の人為的増加とその他の人為

起源強制力の組合せによって引き起こされた

可能性が極めて高い」ともされています。温

室効果ガス排出量の削減は、世界共通の課題

になっています。

また、気象庁の予測においても、21世紀末

時点で、東日本の日本海側において現在より

平均気温で約3.0℃上昇、年降雪量は約154cm

減少することが予測されています。今後、地

球温暖化に伴う気候変動により、防災、治水、

農林水産業、観光、健康の各問題が発生する

ことが懸念されているところです。

２ 新潟県の状況

新潟県内の2012(平成24)年度の温室効果ガ

ス排出量は2,694万t-CO２となり、1990(平成

２)年度に比べて180万t-CO２(約７％)増加し

ました。温室効果ガスの排出源のうち家庭と

密接なつながりのある民生家庭部門(自家用

車以外の家庭に関する部門)及び運輸部門(家

庭用自動車を含む)の2012年度の温室効果ガ

ス排出量に注目すると、民生家庭部門は1990

年度比で144万t-CO２(約42％)増加、運輸部門

は1990年度比で11万t-CO２(約２％)減少しま

した。

民生家庭部門については、新潟県地球温暖

化対策地域推進計画において「県民の地球温

暖化問題に対する関心は高いが、日常的な取

組は十分とはいえない状況」、「省エネ機器

の導入や住宅の高断熱化の取組は十分とはい

えない状況」として、新潟県では省エネ機器

の普及促進、地球温暖化対策の普及啓発等を

行っています。

また、運輸部門については、新潟県地球温

暖化対策地域推進計画において「自動車の低

公害化・低燃費化は着実に進んでいる」とし

つつも、「クリーンエネルギー自動車の普及

は低い状況」としており、新潟県ではクリー

ンエネルギー自動車の利用促進等を行ってい

ます。

３ 保健環境科学研究所の研究

当所では、民生家庭部門及び運輸部門に注

目し、温室効果ガス排出量の削減可能性(削

減ポテンシャル)を定量的に評価することを

目的として、アンケートにより解析を行いま

した。

その結果、省エネ行動の取組促進、省エネ

機器の普及促進によって、新潟県で排出され

ている温室効果ガスのうち、民生家庭部門で

は約89万ｔ-CO２/年(約18％)、運輸部門にお

いて約79～141万ｔ-CO２/年(約16～29％)が削

減可能と推定されました。

結果として、新潟県内において民生家庭部

門及び運輸部門から排出されている温室効果

ガスは、今後の取組によって、多くの量を削

減できることがわかりました。

４ 保健環境科学研究所の取組

当所では、研究所の役割や業務内容を紹介

するとともに、保健・環境問題に関心を持っ

ていただきたいと考え、毎年８月上旬に一般

公開を実施しています。今年度は、省エネ行

動で減らせる温室効果ガス排出量をパソコン

上で計算したり、電化製品を買い換えること

で減らせる温室効果ガス排出量をパソコン上

で調べる方法についての実習を行いました。

また、ＬＥＤと白熱電球との消費電力量の違

い等、様々な電化製品の消費電力量を測定し

ました。

さらに、10月には新潟市環境フェアに参加

し、省エネ行動で減らせる温室効果ガスの計

算ソフトの展示を実施しました。

このように、当所では、身近なところで排

出されている温室効果ガスには多くの削減余

地があることを今後もわかりやすく情報提供

していく予定です。

５ まとめ

今後、さらに温室効果ガス排出量は増加し、

地球温暖化は進むことが懸念されます。我々

の取組によって減らせる温室効果ガスはたく

さんあります。身の回りの状況から再度確認

してみることが必要となっています。
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本日、お話しする内容

１ 地球温暖化のゆくえ

２ 新潟県の状況について

３ 保健環境科学研究所の研究の紹介

４ 保健環境科学研究所の取組事例

５ まとめ

2

地球温暖化のゆくえ
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ＩＰＣＣ報告書
・ ＩＰＣＣ（Intergovernmental Panel on 

Climate Change）とは「気候変動に関する
政府間パネル」のこと

・ 国連環境計画・世界気象機関により1988年
に設置

・ 世界の政策決定者に対し、正確でバランス
の取れた科学的知見を提供

出典：IPCCホームページ
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ＩＰＣＣ報告書の内容の変遷

出典：環境省「IPCC第５次報告書の概要-第１作業部会(自然科学的根拠)-」
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地球温暖化のメカニズム

大気中にある二酸化炭素などの温室効果
ガスが増加すると、バランスが崩れ、気温
が増加する。

平均気温で-18度

CO2

CH4

平均気温で15℃

CO2 N2O

気温が上昇

温室効果ガス
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今までの気温、累積積雪量の変化

出典：気象庁「地球温暖化予測情報第８巻」

気象庁データを元に発表者作成
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将来の気温の変化

出典：気象庁「地球温暖化予測情報第８巻」

21世紀末(2076～2095年を想定)と20世紀末
(1980～1999年を想定)との比較
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将来の年降雪量の変化

21世紀末(2076～2095年を想定)と20世紀末
(1980～1999年を想定)との比較

出典：気象庁「地球温暖化予測情報第８巻」
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地球温暖化のリスクの例

地球温暖化により「気候要素」(気温、日照、
降雨・降雪等)の変化が生じることで、様々な
リスクが懸念されます。

出典：地域適応研究会
「気候変動に適応する社会」

暮らし・
健康

増加する健康リスク
夏期の気温上昇により熱中症のリスクが高まることが懸念さ

れます。

出典：環境省「熱中症保健環境マニュアル2014」

増加する健康リスク ２

気温上昇により感染症リスクの増大が懸念さ
れます。

出典：一般財団法人日本気象協会「日本の気候変動とその影響」

出典：環境省「温暖化から日本を守る適応化への挑戦」
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健康リスクへの適応

出典：一般財団法人日本気象協会
「日本の気候変動とその影響2012年度版」

起こりうる温暖化の影響に
対して、人間社会のありか

たを調整する「適応」の

考えも非常に重要。

出典：新潟市
「こんなところが蚊の発生源」

地球温暖化のゆくえ まとめ

・ＩＰＣＣ第５次評価報告書によれば「人間に
よる影響が20世紀半ば以降に観測された温暖
化の支配的な原因であった可能性が極めて高
い。」とされている。

・地球温暖化に伴う気候変動により、防災、治
水、農林水産業、観光、健康の各問題が発生
すると考えられる。そのため、温室効果ガス
排出量抑制に加え、気候変動に適応した社会
づくりも必要である。
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新潟県の状況について
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新潟県内の温室効果ガス排出量

運輸部門

民生業務部門

産業部門

民生家庭部門

自家用自動車を含む
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新潟県内の温室効果ガス排出量の変化
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新潟県の状況について まとめ

・2012(平成24)年度の新潟県内の温室効果ガス
排出量は、2,694万t-CO２である。

・2012年度に民生家庭部門から排出された温室
効果ガス排出量は、1990年度に比べて144万t-
CO２(約42％)増加した。

・2012年度に運輸部門(自家用自動車を含む。)
から排出された温室効果ガス排出量は、1990
年度に比べて11万t-CO２(約2％)減少した。
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保健環境科学研究所の研究の紹介
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家庭での温室効果ガス排出量削減の方向性

使用時間の短縮、
使用方法の変更等、

節電への取組

最新機器の導入

将来の温室効果ガス
排出量

現在の温室効果ガス
排出量 活

動
量
（
省
エ
ネ
で
改
善)

エネルギー消費原単位(買い換えで改善)

どちらの軸に
削減余地が
あるのか？
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アンケートについて

・ 新潟県の事業「県民アンケート」を活用
・ 県民アンケート調査協力員へ郵送

・ 調査対象：450人(世帯)
有効回答：388人(世帯)

※ 詳細は新潟県ホームページにて公開中
平成25年度第５回県民アンケート調査

「家庭の温室効果ガス排出量の削減について」
http://www.pref.niigata.lg.jp/kouhou/25chousa5.html
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省エネ行動 とりまとめ結果

冷暖房機器を必要なときだけ
使う、照明のこまめな消灯、
テレビの適切な電源オフ等

実施率の低い項目が
まだまだ多い
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電化製品の買い換え とりまとめ結果

23

電化製品の高効率化の状況(参考)

出典：経済産業省資源エネルギー庁「省エネ性能カタログ2014夏版」
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自動車の買換え とりまとめ結果

現在の

自動車

買い換え

予定なし

ケース１ 温室効果ガス排出量がゼロ

ケース２ 温室効果ガス排出量が現状のまま

ケース３ 温室効果ガス排出量を最大限に改善

買い換え

予定あり
購入予定車の大きさ等を参考にして今後の温室
効果ガス排出量を計算

結果総括

約16～29％削減可能

約18％削減可能
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調査研究 まとめ

・ 家庭に密接な関係のある民生家庭部門、運
輸部門から排出される温室効果ガスは、今
後の取組によって、多くの量を削減できる。

・ 民生家庭部門、運輸部門の温室効果ガス排
出量の削減のためには、省エネ行動の促進
と買い換え行動の促進をバランスよく進め
ることが効果的である。
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保健環境科学研究所の取組事例
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ソフトの開発
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ソフトの活用

http://shinkyusan.com/index.html

出典：「しんきゅうさん」(一般社団法人地球温暖化防止全国ネット)
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これらのソフトの活用事例

保健環境科学研究所
一般公開

(2014年８月７日)

新潟市環境フェア
(2014年10月５日)

まとめ

・ 今後、さらに温室効果ガス排出量は増加し、
地球温暖化は進むことが懸念されます。

・ 我々の取組によって減らせる温室効果ガス
はたくさんあります。身の回りの状況につ
いて、もう一度確認してみませんか？
なお、省エネは、無理のない範囲で実施し

てください。
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参考資料(調査研究の
とりまとめ方法)
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省エネ行動 とりまとめ方法

出典：家庭の省エネ大事典2012年版(一般財団法人

省エネルギーセンター)

節電行動に伴う電力
消費量(原単位)

アンケート項目に

Σ{(原単位)×(取組実施状況)×(電化製品等の所有数)}×
(新潟県の世帯数)/(有効回答数)

出典：平成25年度第５回新潟県県民アンケート

取組実施状況(いいえ：１、
時々:0.5)

電化製品の買い換え とりまとめ方法
Σ{(現在所有する機器の電力消費量)－(最新機器の電力消費

量)}×(東北電力の排出係数)
×(新潟県の世帯数)/(有効回答数)

※ 「電球」については、省エネ行動と同じ方法で計算

出典：「しんきゅうさん」(一般社団法人地球温暖化防止全国ネット)

自動車の買い換え とりまとめ方法
Σ[(自動車走行距離)×(燃料ごとの二酸化炭素排出数)×
{1/(現在の自動車燃費)－1/(最新自動車の燃費)}]×(新潟県の世

帯数)/(有効回答数)

年間走行距離
を推定

買い換え予定車の種類・
大きさから、買い換え後
の(望ましい)燃費を推定

出典：平成25年度第５回新潟県県民アンケート
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